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１．序論；地球環境問題と持続可能性課題の概略 
 
今年の酷暑の異常な気温上昇は世界各地で発生 
し、これまで経験したことの無い異常気象と多様な
災害を与えた。このスーパー猛暑では地球温暖化と 
気候変動の科学についての IPCC 第 5 次評価報告書
（2013 –2014）で公表された気候激化が生じたと解
される。大気中の累積 GHG や CO2濃度（現在 400ppm
超）は毎年上昇しており、科学を信じるならば、そ
の累積・物理的長期滞留慣性により来年以降は更に
厳しい気候激化を予想せざるを得ない。 
地球温暖化と気候変動を含む地球環境問題は
1972 年ストックホルムで開催された国連・人間環
境会議において先見的な“人間環境”という認識が
共有された。同年ローマクラブによる報告書「成長
の限界」が発表され先進諸国のみならず途上国の幅
広い注目を惹いた。1992 年リオデジャネイロで開
催された国連環境サミットにおいて気候変動枠組
み条約およびリオデジャネイロ宣言が採択され世
界各国の環境政策の基軸を提唱した。2001 年国連、
ミレニアム開発目標（MDGs）が全世界目標として
2015 年までの貧困問題の解決への行動指針を採択
した。MDGs を引き継いで 2015 年には国連サミット
の持続可能な開発目標（SDGs）が 17 目標と 169 タ
ーゲットを掲げ 2030 年までの達成方針を打ち出し
た。2015 年には国連の気候変動枠組み条約締約国
がパリ協定書（世界共通の長期削減目標として，産
業革命前からの気温上昇を 2℃未 満に抑制するこ
とを規定するとともに，1.5℃までへの抑制に向け
た努 力の継続）を採択し翌年発効させた。 
1970 年代初頭から真剣に取り上げられた一連
の地球環境問題および持続可能性課題はこのよ
うな経過で現代グローバル社会の最重要な喫緊
課題と理解されている。この地球環境および持
続可能性の喫緊課題の持つ学際的内容につい
て、学生は真の意味で現代のリベラルアーツと
して十分な学術的知見を修得しているであろう
か。 (Oxford English 辞典,liberal arts：
subjects of study that develop students’ 
general knowledge and ability to think, 
rather than their technical skills)これが本
稿の問題意識である。学生は一般に、初期教養
科目を修得後、単一専攻学科を中心に学修し社
会に出る。本稿は TDU 人間科学系列「地球環境
論」講義を 2010 年以来担当した体験に基づく。 
 
２.本論；現代にこそ重要なリベラルアーツ 
 
持続可能な開発のための経済人会議（WBCSD ： 
World Business Council for Sustainable  
Development )、会長 Bijorn Stigson は 2010 年総 
＊工学部人間科学系列非常勤講師 Part-time Lecturer, Department of Humanities, Social and Health Sciences, School of Engineering 
東京電機大学総合文化研究　第16号　2018年 135
会で次世代への環境教育について下記のようにそ 
の重要性を強調した； 
“It is striking that we are now sending out a  
generation which will be active for the next  
40 years with basically no education as to  
what the future resource-constrained and  
pollution-constrained world is going to look  
like and what will need to change in order  
to have a sustainable future“ 
 地球環境問題、特に温暖化と気候変動問題の解 
決は長期間にわたる。現世代が課題解決に取り組 
むが、近い将来それを引き継ぐ次世代が主たる当 
事者となる。我々は資源制約や環境汚染から持続 
可能な将来に変革すべく努める傍ら、若者に環境 
教育を普及推進することが責務である。 
大学教育において、分化された諸学術のうち一つ
の専攻学科の修得は必修である。しかしグローバル
な地球環境問題と文明の持続可能性課題に直面す
る現代において、それは十分な大学教育とは思えな
い。現代グローバル社会における最重要な地球環境
問題、持続可能性課題、および国連、持続可能な開
発目標（SDGs）等は幅広い分野横断の複合・統合的
学術である。これこそは現代におけるリベラルアー
ツと認識される。しかし現状では、単一専攻学科を
修了し社会に出る若い世代は、彼らの全生涯に関わ
る最重要な世界の諸重要課題を基礎教養学科とし
て全員が修得する課程なく学期を終了している。 
Apple 社の創業者 Steve Jobs の開発思想はリベ 
ラルアーツと技術の交差点における統合である。彼
は 2010 年 6 月 7 日 iPhone4 発表会場で基調講演を
行い、その主要部が次のように記録されている； 
“Jobs wraps up by showing an Apple standby, 
the image of a street sign that shows the 
intersection of "Technology" and "Liberal Arts" 
streets. "We're not just a tech company, even 
though we invent some of the highest 
technology products in the world," he said. "It's 
the marriage of that plus the humanities and the 
liberal arts that distinguishes Apple."  Jobs then 
recognizes multiple design, software and 
hardware teams, to applause from the audience. 
"I'm really proud of all you guys, awesome job," 
he said.” 
 彼は、Apple 社は最高水準の技術製品を生み出す
単なる技術企業ではない。Apple を著名にするのは
人間性とリベラルアーツの結婚（密接な結び合い）
であると言う。 
  
Steve Jobs 開発の説明図 
 
地球温暖化と気候変動の問題は、喫緊の最重要課 
題と広く認識され、IPCC は 2007 年第 5次評価報告 
書で、人為起源の大気中 GHG 濃度増加による気候 
変動問題の解決には、科学的な閾値(450ppm)での 
安定化が時間制約条件つき(2050-2100)達成が必要 
であることを言明した。具体的には今世紀末までに 
世界の単年度 GHG 排出を激減させ、幾つかの CO2吸 
収策との相殺後、ネット排出 ZERO 達成を提言した。 
1992 年リオ環境宣言第 21 原則は、世界の若者へ 
の期待を「若者こそが真の当事者である」と強調 
した。本年、国連気候変動枠組み条約加盟国はパリ
協定書を地球温暖化と気候変動問題の実効的国際
条約とする規則作りに取り組んでいる。国際的な産
業構造に依存する現代文明社会は、その基盤である
科学、技術、工学は勿論、人文社会科学全域にわた
り大きな変容（transformation）を求められている。
社会に巣立つ次世代の、大学教育における現代リベ
ラルアーツの真の修得が、彼らの専門能力と複合、
統合されて課題解決に寄与することが強く期待さ
れる。Steve Jobs が技術だけでなくリベラルアー
ツと humanities（人間科学）との結合性を指摘した
視点が現代実学の核心と思われる。本稿は若い世代
に対するリベラルアーツ（基礎教養学科）として地
球環境問題および持続可能性の課題理解と解決技
法・政策についての教育；ESD (Education for 
Sustainable Development )の強化を提唱する。そ
のために学ぶべき関連諸課題を幾つか参考例示し
学科体系を構想する。これらを十分修得するには 4
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単位程度の通年課程を要すると思われる。 
その講義内容前半は、先ず地球環境問題について
の俯瞰的理解、環境学本論、環境学各論等をオーソ
ドックスに取り上げた理科学的体系の章立てとす
べきであろう。この点について教科書として活用で
きる参考書籍が幾つか発刊されている。その代表に
「現代地球環境論」（参考文献・参照）がある。本
書の章立ては、第一章；地球の自然環境の進化と構
造、第二章；オゾン層破壊と紫外線増加、第三章；
未来危機を招く地球温暖化・気候変動、第四章；越
境大気汚染と酸性雨・環境の酸性化、第五章；放射
性物質と残留性有毒物質による広域汚染、第六章；
進行する生物多様性の損失、第七章；地球環境危機
を克服し得る持続可能な社会、となっている。これ
に日本の水俣病始め 4大公害、世界各地の公害のケ
ーススタディを加えることが有益である。 
講義内容後半は、上記章立てに従い地球環境問
題および持続可能性課題を現代リベラルアーツの
視座から考察し人間科学（humanities）との接点
での相互関係の詳細検討を学科目的としたい。 
第一章に即しては「環境」という言葉の真の意味
理解から始める。「環境」とは「主体」と「周辺」
との関係の、「主体」を人間、又は人間文明と見做
したうえで、それを取り巻く「周辺」を一般に「環
境」と定義している。「環境」という言葉の歴史文
化的定義は各国において基本的に、人間中心主義の
発想からなされている。人間および人間文明を「主
体」とし、その「周辺」を従属的に見る立場の意味
と功罪を若い世代に最初に深く理解させたい。 
地球環境問題と持続可能性課題の本源的原因は
自然災害起源を除き、全て「主体」である人間、又
は人間文明の営みと科学・技術進歩が、「周辺」に
引き起こした直接・間接的汚染、生息条件変化、長
期残留・循環性影響等である。即ち、「主体」であ
る人間と人間文明は科学・技術を常に発展させ自ら
の存続の便益性、快適性等を最優先に追求した。そ
れが大成功した結果、産業革命期以降、特に大量の
物質とエネルギーを使用する人口の幾何級数的増
大をもたらした。その「周辺」波及影響を無視、ま
たは軽視した結果生ずる「主体」に対する累積的反
作用が地球環境問題であり、持続可能性課題である。
この課題解決を必然的に負い、将来を担う若者がこ
れについて学習することは、前世代までの「主体」
の不完全な諸活動の再発を避けるために欠かせな
い。限りある地球上で、人間と人間文明は常に地球
環境を「周辺」と見做し支配する「主体」として現
代に至っている。しかし、地球外にまで「周辺」環
境の範囲を広げる場合、人間は最早「主体」ではな
くなる。1972 年国連人間環境会議の人間環境宣言
は人間と環境の関係認識を省察し刷新した。若者に
その全文読解を勧めたい。 
次に最重要の第三章について人間科学との相互
関係事例を多数挙げて説明する。気候変動枠組み条
約締約国の国際条約「パリ協定書」は 2015 年に採
択され、GHG 濃度安定化を達成年次・制約付きで定
め 2016 年発効した。これは歴史上、最も画期的な
人間環境に関する国際条約であり、途上国を含む全
ての参加国に排出削減の努力を求める枠組みであ
る。しかし、これは“総論”についての合意である。
その各論たる”実施規則”は未だ策定途上にある。
UNFCCC 締約国は本年にその協議と交渉を始めた段
階である。即ち、地球環境という「船」の進行方向
および目的地・到達期間は大筋決定されたが、その
動力装置は未だ設置されてない状況にある。“実施
規則”の策定交渉は途上国と先進国の利害対立を中
心に常に難航するが、全ては今世紀中の国際社会の
行動如何にかかっている。政府間交渉とは別に各国
NPO/NGO、科学機関、企業グループ、研究所等が積
極的に活動していることが事態の逼迫性を示して
いる。 
 
  産業革命期の英国工業 
  出所：https://www.google.co.jp/search?q   
 
地球温暖化と気候変動問題について若い世代に
人間科学およびリベラルアーツの視点から講義す
る現実の課題は多岐にわたる。紙幅制約の為、以
下に簡略に主要部を列挙する； 
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① 地球温暖化問題と持続可能性課題の発現の本
源的原因、および両者の相違の理解、 
② 人間文明と地球環境問題および持続可能性課
題の過去、現在および未来の俯瞰 
③ GHG７種ガス、GHG の大気中滞留期間、GWP
（Global Warming Potential）の理解、排出
源産業と具体的排出過程 
④ 科学的知見が問題視する人為活動起源 GHG 急
増が産業革命期に始まる時間軸の理解 
⑤ 地質学上の超長期気候変動との相違検討 
⑥ 高度文明の、使用物質とエネルギー消費の累
積的増加が GHG 排出の直接的原因 
⑦ 産業別の物質・エネルギー使用特性の理解、
高熱利用の工業生産工程の不可避性 
⑧ エネルギー大量使用（GHG 大量排出）の主要産
業の生産工程特性の理解：鉄鋼、セメント、
アルミ、化学、紙パルプ、半導体など 
⑨ フロンガス排出産業と工業製品・部品 
⑩ 生産・加工段階で大量 GHG 排出の諸産業と、
製品使用段階で排出の大きい自動車、建築
物。工業製品の使用時環境負荷は製品企画と
設計段階で決定される理由。 
⑪ 企業経営は、環境配慮経営を推進すると、他
の条件を一定と仮定すれば、収益性は低下す
る。環境経営管理の技法と利益管理。 
⑫ LCA(Life Cycle Assessment)の効用と限界。
資源物質、材料、部材加工の供給連鎖 
⑬ 科学的に要求される GHG 排出削減の激減度の
至難性の理解、今世紀末にネットゼロ排出！ 
⑭ エネルギー転換と、脱化石燃料、再生可能エ
ネルギー技術開発、原子力発電の功罪 
⑮ “座礁資産”という概念の発生背景（石炭産
業、石炭火力発電） 
⑯ 温暖化懐疑論の背景理解，および地球環境科
学における絶対的真実の証明困難性 
⑰ 環境適合製品の技術発展：EV 自動車、
ZEB(Zero Energy Building)、環境適合の工業
デザイン技法、製造原価との統合管理 
⑱ 環境適合の材料開発：生分解プラ、炭素繊
維、燃料電池、水素エネルギー 
⑲ 環境適合社会インフラ事例：スマート・シテ
ィ、エネルギー地産地消コミュ二ティ 
⑳ ICT,ロボティックス、AI、ビッグデータ等工
業技術の環境適合志向の発展可能性 
㉑ 国家のエネルギーミックス政策と管理 
㉒ 環境関係の国際機関：UNFCCC, IPCC, COP, 
SAICM 等:米国のパリ協定からの脱退表明は、
UNFCCC からの脱退ではない。 
㉓ 環境関係の国際規格：ISO, IEC, ITU 等 
㉔ 環境関係の新理念と原則：拡大生産者責任、
Principle of precaution、汚染者負担原則、
環境影響評価、環境配慮設計,参加型民主主義 
㉕ 環境関係の国際宣言、国際条約：人間環境宣
言、リオ宣言、モントリオール議定書、京都
議定書、パリ協定書 
㉖ 産業間協働による省エネ、省資源、リサイク
ル、環境配慮経営の最適化の拡大可能性 
その他の各章についての詳述は割愛するが、上記
のように現実の諸課題を挙げ個別に検討したい。 
 
３．結論 
 
日本は 21 世紀文明社会の地球環境保全と持続 
可能性課題の複合・統合を目指し、環境・エネルギ
ー技術開発とイノベーションの融合を図る産業・工
業政策を推進すると思われる。日本は幸い、科学技
術、工学を伝統的“共生”理念と創造的に調和させ
得る歴史文化的優位性を持つ。それを活かして、全
ての学生が現代リベラルアーツの核心である地球
環境問題及び持続可能性課題を的確に学ぶ道を拓
くことが強く望まれる。若い世代は自己の社会活動
が自然環境と社会環境に与える影響と負荷を先入
観無く感じ取ることができる。このセンスを鋭敏に
磨くことが豊かな人間科学教養の素地となる。それ
を基に TDU 生は実学の伝統を基礎に専門学術を活
かし、環境適合及び持続可能性との調和という世界
の重要課題に創造的に取り組む思考法を修得する
ことになる。彼らはその専門学術をベースに職業生
活を通じて地球環境保全および持続可能な発展を
念頭に活動する。それが学生の個人能力を社会にお
いて真に開花、発展させる起動力および駆動力とな
るであろう。 
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